長建協発第３５１号
平成１９年１２月５日
各　支　部　長　様
社団法人　長崎県建設業協会　　　　
会　　長　谷村隆三　　　　
下請代金における代金支払の適正化並びに施工管理の徹底等について（通知）

　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　標記については、従来から元請下請間の問題として、十分な見積協議に基づく書面による契約が行われないものや契約前着工の事例、元請業者による「指値」による発注、建設廃棄物処理費用の一方的控除、下請代金支払についての不適正な事例等、下請業者に対する過度のしわ寄せを生んでいる状況が指摘され、今回、国土交通省総合政策局建設業課長より別添のとおり通知があったところであります。
　「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」では、公共工事の発注者による施工体制の点検に伴い、受注者は施工体制台帳の写しを発注者に提出することが義務付けられ、この中で下請契約書の写しも提出することとされております。

　さらに、平成１９年６月２９日には、国土交通省が、元請下請関係において、どのような行為が建設業違反となるか具体的に示すことにより、法律の不知による法令違反行為を防ぎ、元請下請間の対等な関係の構築及び公正かつ透明な取引の実現を図ることを目的とした「建設業法令遵守ガイドライン」の策定、「建設業法令遵守推進本部」の設置及び「駆け込みホットライン」の開設等の対策が講じられております。
　つきましては、これらを踏まえたうえで、下請契約の適正化の指導に努められますよう、長崎県土木部を通じ同課長より別添のとおり通知がまいっておりますので、貴支部会員へ周知・徹底方よろしくお願い申し上げます。

　なお、長崎県におきましては、下請契約における代金支払について関係業者等から相談があった場合は、別添通知等を参考に、下記により対応することとされております。
記

1． 県工事の場合

発注機関において指導助言する。

2． 県工事以外の公共工事の場合

当該工事の発注機関において指導助言を受けるよう対応する。

3． 民間工事の場合

①県内工事の場合

　監理課建設業指導班において指導助言を受けるように対応する。

　②県外工事の場合

　　当該都道府県の建設業担当課において指導助言を受けるよう対応する。
